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１．はじめに 

平成12年 11月に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑

化の促進に関する法律（通称：交通バリアフリー法）」が施行されました。 

これを受け横浜市では、都心・副都心の主要駅周辺地区で基本構想の策定を進めて

おり、平成 16 年 8 月に横浜の中心的な市街地として業務・商業・観光・公共施設

などの機能や歴史的資産などが集積し、また、福祉のまちづくり重点推進地区事業を

進めてきた関内駅周辺地区を対象とした「関内駅周辺地区交通バリアフリー基本構

想」を策定しました。 

道路局では、この基本構想の実現に向け、事業内容や事業期間を定めた道路特定事

業計画を策定しました。今後、この計画に基づき道路事業を実施してまいります。 

 

２．交通バリアフリー法の仕組み 

交通バリアフリー法とは、高齢者や身体障害者等の公共交通機関を利用した移動に

係わる身体の負担を軽減し、その移動の利便性及び安全性の向上を図るため、次の2

つの大きな柱によりバリアフリーを推進するものです。 

その内の 1 つの柱である重点整備地区のバリアフリー化を推進するため、学識経

験者、高齢者、障害者等の市民の方々、関係する事業者、行政機関などから構成され

る関内地区部会などで検討を重ね基本構想が策定されました。 

また、この基本構想に沿って策定した関内駅周辺地区道路特定事業計画に基づき、

平成22年までに事業を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 旅客施設及び車両のバリアフリー化 
公共交通事業者は、鉄道駅等の旅客施設の新設・大

規模改良、車両等の新規導入の際には、バリアフリ

ー化を義務付けられています。また、既存の旅客施

設、車両のバリアフリー化については努力義務とな

っています。 

重点整備地区のバリアフリー化 
市町村は、一定規模の鉄道駅等の旅客施設を中心と

した地区を重点整備地区として設定し、その地区を

対象に、旅客施設や道路等のバリアフリー化を推進

するための「交通バリアフリー基本構想」を策定す

ることができます。

横浜市関内駅周辺地区交通バリアフリー基本構想（平成16年8月策定） 
鉄道等の旅客施設、周辺の道路、駅前広場、信号機等のバリアフリー化を重点的かつ一体

的に推進するため、重点整備地区の区域、バリアフリー化を図る経路、実施すべき事業の

内容等を定めています。 

公共交通特定事業 道路特定事業 交通安全特定事業 その他の事業 

国道管理者による 

道路特定事業計画 
横浜市による道路特定事業計画 

（関内駅周辺地区道路特定事業計画） 

･公共交通事業者が基本

構想に沿って事業計画

を作成し、事業を実施 

･各道路管理者が基本構

想に沿って事業計画を

作成し、事業を実施 

･都道府県公安委員会が

基本構想に沿って事業

計画を作成し、事業を

実施 

･駅前広場、通路等一般交

通の用に供する施設に

ついて必要な措置 
･駐車場、公園等の整備等 
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